
 

 
 

様式第十三（第４条関係） 

 

新事業活動に関する確認の求めに対する回答の内容の公表 

 

 

    

１．確認の求めを行った年月日 

令和８年７月２７日 

２．回答を行った年月日 

令和８年８月１９日 

３．新事業活動に係る事業の概要 

 照会者は、住民記録システムや電子カルテシステムなど、自治体や医療機関等の顧客向けの

各種業務システムを開発・提供している。このような業務システムにつき、関係法令の改正等

の制度変更が生じた場合、照会者において、①法令改正等の内容を理解し、これに伴う業務運

用の変更点を整理し、②これに応じて既存のシステムをどのように改修すべきか分析して要件

定義・設計を行い、③当該設計に従い実装（プログラミング）・テストを行うという方法で顧

客に提供済みのシステムの改修を行っているが、上記①～③の作業（特に①）は、法令改正等

の関連資料の網羅的な検討や、当該業務分野に関する専門的知識の習得を必要とするため、シ

ステム改修には相当の時間を要している。 

 そこで、照会者は、上記①～③の作業を生成ＡＩが自動的に行う開発基盤を開発した上で、

これを用いたシステム改修サービス（以下「本件サービス」という。）を提供する（ただし、

法令改正等の関連資料を生成ＡＩに読み込ませる作業及びテスト結果の確認作業は照会者の従

業員等が行う。）ことにより、システム改修を迅速化する事業を実施しようとしている。 

 

４．確認の求めの内容 

 本件サービスの提供が弁護士法第７２条に違反しないこと。 

 

５．確認の求めに対する回答の内容 

⑴ 弁護士法第７２条本文は、「弁護士又は弁護士法人でない者は、報酬を得る目的で訴訟事

件、非訟事件及び審査請求、再調査の請求、再審査請求等行政庁に対する不服申立事件その

他一般の法律事件に関して鑑定、代理、仲裁若しくは和解その他の法律事務を取り扱い、又

はこれらの周旋をすることを業とすることができない。」と規定している。 

 同条で禁止される、いわゆる非弁行為に該当するか否かについては、それが罰則の構成要

件を定めたものである以上、個別の事件における具体的な事実関係に基づき、同条の趣旨

（最高裁判所昭和４６年７月１４日大法廷判決・刑集第２５巻５号６９０頁）に照らして判

断されるべき事柄であり、同条の解釈・適用は、最終的には裁判所の判断に委ねられるもの

である。 

 その上で、飽くまで一般論とならざるを得ないが、従前当省において発出している各種ガ

イドライン等を前提に、本件サービスの提供と同条との関係についての当省としての見解を

以下に示す。 

⑵ア 弁護士法第７２条の「訴訟事件…その他一般の法律事件」について、一般に、「法律事

件」とは、法律上の権利義務に関し争いや疑義があり、又は新たな権利義務関係の発生す

る案件をいうとされる（東京高等裁判所昭和３９年９月２９日判決・高刑集１７巻６号５

９７頁、札幌高等裁判所昭和４６年１１月３０日判決・刑裁月報３巻１１号１４５６頁、

広島高等裁判所平成４年３月６日決定・判時１４２０号８０頁参照）。そして、同条の

「その他一般の法律事件」に該当するというためには、同条本文に列挙されている「訴訟

事件、非訟事件及び…行政庁に対する不服申立事件」に準ずる程度に法律上の権利義務に

関し争いがあり、あるいは疑義を有するものであるという、いわゆる「事件性」が必要で

あると考えられる（最高裁判所平成２２年７月２０日第一小法廷決定・刑集６４巻５号７



 

 
 

９３頁等参照）。この「事件性」については、個別の事案ごとに、契約の目的、契約当事

者の関係、契約に至る経緯やその背景事情等諸般の事情を考慮して判断されるべきものと

考えられる（令和５年８月当省大臣官房司法法制部「ＡＩ等を用いた契約書等関連業務支

援サービスの提供と弁護士法第７２条との関係について」（以下「令和５年ガイドライン」

という。）２頁参照）。 

イ また、一般に、同条の「鑑定…その他の法律事務」にいう「鑑定」とは、法律上の専門

的知識に基づき法律的見解を述べることをいうとされ、「その他の法律事務」とは、法律

上の効果を発生、変更等する事項の処理をいうとされる（令和５年ガイドライン３頁参

照）。 

⑶ 本件サービスは、照会者が顧客に提供する業務システムにつき、関係法令の改正等の制度

変更が生じた場合に、生成ＡＩを利用して、制度変更に伴う一般的な業務運用の変更点を整

理し、これに応じてシステムを改修するというものであり、このような本件サービスの提供

が「訴訟事件…その他一般の法律事件」に関して「鑑定…その他の法律事務」を取り扱うも

のに当たるか否かは、前記のとおり、最終的には裁判所の判断に委ねられる。 

 その上で、飽くまで一般論にならざるを得ないが、提供されるサービスが、照会者の顧客

である自治体や医療機関等の法律上の権利義務に関する争いや疑義の存在を前提とするもの

に関するものでないのであれば、「訴訟事件…その他一般の法律事件」に関するものとはい

い難いと考えられる。また、サービスの提供内容が、法務業務支援とはおよそ無関係なシス

テム改修行為の一環として、従前、人が行っていた作業を生成ＡＩに代替させているにすぎ

ず、顧客に対して法律上の専門的知識に基づき法律的見解を述べ、あるいは、法律上の効果

を発生、変更等する事項を処理するものでなければ、「鑑定…その他の法律事務」に該当す

るとはいい難いと考えられる。 

⑷ 以上のとおり、本件サービスの提供が前記⑵及び⑶において示した内容を踏まえて「訴訟

事件…その他一般の法律事件」に関して「鑑定…その他の法律事務」を取り扱うものに当た

らないのであれば、弁護士法第７２条本文に違反しないと考えられる。 

 

 

 


